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近年の大学や短期大学などの高等教育機関では、18 歳から 22 歳の若年学生だけが入学するだけでなく、

海外から渡日する留学生、企業の定年を迎え再学習する中高年学生など多種多様な学生が入学してきてい

る実情がある。それに伴い、学生が抱える修学上の問題も多様化し、各大学や短期大学は、各学生に合っ

た適切な支援が学生から求められている。特に、発達障害学生は学位の授与や単位を修得するための支援、

気軽に相談できるアクターの存在など、個別支援・特別支援を望む学生のうちの 1人である。

一方、同じ教育機関である初等・中等教育機関においては、文部科学省（2005）『特別支援教育を推進

するための制度の在り方について（答申）』にあるように、発達障害を含む児童・生徒に対する支援方策

や支援組織体制のあり方など詳細に提言されており、高等教育機関における特別支援教育の発展の遅滞が

露呈された形となっている。

障害者権利条約が 2006 年（平成 18 年）12 月 13 日に国連総会で採択され、2007 年（平成 19 年） 9 月

28日に我が国も署名し、2008年（平成20年） 5月 3日に条約発効となった。教育に関しては、第24条（教育）

において、あらゆる段階におけるインクルーシブ教育の制度を確保することがうたわれている。あらゆ

る段階には当然のことながら大学などの高等教育段階も含まれる。また、障害者基本法（2011（平成 23）

年 8月 5日に公布・一部を除き施行）の第一条において「全ての国民が、障害の有無によって分け隔てら

れることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会」を目指している事が明記されている。

大学等においては障害のある学生を受け入れて、修学のための必要かつ適切な支援を行なうこと、ならび

に障害者の自立及び社会参加へ向けての支援を行なうことが求められており、ひいては障害の有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生社会の実現を目指すことが求めら

れている。

高等教育機関、特に大学における発達障害学生の支援においては、文部科学省答申を参考に行われてい

るというよりも大学独自で行っている状況である。特に発達障害学生は近年その数が増加し、「診断書を

有する発達障害のある学生数」（日本学生支援機構・2012）は、2008 年に 299 名から 2011 年には 1,453 名

とその数は約 4.8 倍となっており、大学には対応が求められている。大学が発達障害学生に向けた支援を

行う場合、例えば学生の相談相手であるカウンセラー、発達障害学生を受け持つ現場教員を支援し、組織

間・個人間のつながりを構築しつつ協力体制を築き上げるコーディネーターなど、重要なアクターが揃っ

ている必要がある。

国立大学法人信州大学は、多様な支援ニーズに対応するために学生支援の組織体制を構築し、平成 19

年度文部科学省学生支援GP「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム」に採択された。そし

て信州大学は、発達障害学生を含む学生の人間力向上を実現するために全学的かつ体系的にプログラムを

展開している。特に、発達障害を持つ学生の支援においても、他の高等教育機関から一目置かれている存
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在となっている。

本研究調査の目的は、発達障害学生支援の組織モデルとして、国立大学信州大学の取り組みを中心に、

発達障害学生に対する組織対応を明らかにすることである。またこの調査から、発達障害学生を支援する

組織スタッフの役割を考察する。
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調査の実施計画は、以下の通りである。

調査対象校：国立大学法人信州大学

日時：2013 年 10 月 4 日（金）13 時 30 分～ 16 時 00 分

調査対象者：金子　功（学習支援課長）

　　　　　　小田　佳代子（学生相談コーディネーター・臨床心理士）

　　　　　　森光　晃子（総合健康安全センターカウンセラー・臨床心理士）

調　査　者：岡田　準郎（名城大学大学院大学・学校づくり研究科 修士 1年）

　　　　　　藤田　大介（名城大学大学院大学・学校づくり研究科 修士 1年）

　　　　　　松田　育子（名城大学大学院大学・学校づくり研究科 修士 1年）

調査方法：グループインタビュー

質問概要：

①支援が必要な学生への具体的な支援方策とプロセス

②発達障害学生を授業で受け持つ現場教員への支援方策

③演習系科目や学外実習等を担当する現場教員の支援が必要な学生に対する成績評価基準およびその教

員への支援方策
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国立大学法人信州大学は、8学部（人文学部、教育学部、経済学部、理学部、医学部、工学部、農学部、

繊維学部）・8研究科（人文科学、教育学、経済・社会政策科学、理工学系、医学系、農学、総合工学系、

法曹法務）を持つ総合大学である。また本部を松本市に置く、松本市、長野市、上田市、南箕輪村の 4地

域 5キャンパスの分散型キャンパスとなっている。

平成 25 年度の全学生数は 11,232 名（大学院生を含む）で、その内、1年生の入学者数 2,067 名の出身

高等学校所在地別の入学状況は、長野県出身者が 609 名（29.5％）、長野県以外からの学生は 1,458 名（70.5％：

留学生を含む）である。全国各地から学生が入学しており、他の国立大学と比べても地元出身者が少ない

めずらしい大学である。1年次は、全学教育機構により、全学部生が松本キャンパスに集い、幅広い教養

と基礎的能力を修得している。2年次以降は、5キャンパス8学部に分かれ学生生活をおくる。職員数は2,483

名（教員 1,165 名、事務職員等 1,318 名）である。
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このプログラムは、学生支援ニーズの多様化を背景に人間力向上に焦点を当て、発達障害等のきわめて
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専門的な支援ニーズの高い学生への支援を実現するため、学生支援の既存の取り組みを再構成し、全学的

組織である学生支援委員会の下で、体系的な支援の実現を目指し、「高める支援」のライフスキル支援部

門とフィールド体験部門、「補う支援」の発達障害支援部門と健康管理支援部門の 4つの部門に分かれて

いる（図 1）。「高める支援」を行っているライフスキル支援部門とフィールド体験部門は、学生の自立し

た個性を発揮してもらうために特別プログラムを多様な学生に提供している部門である。「補う支援」を

行っている発達害支援部門と健康管理支援部門は、個別支援を必要とする学生の自発的行動を高めるため

の適切な支援を提供している。各部門は、縦割り型組織ではなく、複数の部門の教職員によって学生を支

援しているケースもある。

またプログラムの実施にあたり、4つの部門に総合的に関わり、適切な学生支援を行う学生支援コーディ

ネーター（以下、「コーディネーター」と表記）が配置されている。「高める支援」を行っているフィール

ド体験部門とライフスキル支援部門に関わる際は、学生の人間力向上を目指した多様なプログラムを企画・

運営に参加する役割を担っている。「補う支援」を行っている発達障害支援部門と健康管理支援部門に関

わる際は、教職員と個別支援を必要とする学生の関係をつなぎ、適切な支援に結びつける役割を担ってい

る。

プログラム終了後も、その成果をもとに、総合健康安全センター、学生相談センターなどの部署が連携

して発達障害学生に対応するとともに、大学独自の支援ニーズ把握質問紙などにより支援を必要とする学

生の把握に努めている。
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発達障害支援部門は、発達障害を持っている、または持っている可能性のある学生に対し、学生が本

来の力を発揮して各自の目標を達成していけるようになるための支援を行う部門である。また支援方法

の開発や教職員に対する研修会の実施、他機関との連携など教育・研究を総合的に行っている。例えば、

開発した支援方法として、個別支援計画を作成するためにアセスメントの結果を整理する情報整理ワー

クシート、誰がどのような支援を行うかをまとめる個別支援計画ワークシート、支援ニーズ把握質問紙、

ADHD傾向チェックリストなどが挙げられる。

この部門のスタッフは、教育学部教員 2名（うち、1名は部門長兼務）、総合健康安全センター所属教

員 1名、コーディネーター 2名の計 5名で構成されている。
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ここでは、3つの質問「①支援が必要な学生への具体的な支援方策とプロセス」、「②発達

障害学生を授業で受け持つ現場教員への支援方策」、「③演習系科目や学外実習等を担当する現場教員の

支援が必要な学生に対する成績評価基準およびその教員への支援方策」を軸に調査結果を示す。
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支援が必要な学生への具体的な支援方策とプロセスは以下の 3点であった。1点目は、質問紙の活用で

ある。信州大学では、おもに２つの質問紙が活用されており、質問紙調査を実施することにより、学生

について情報収集を行い、理解を深め、学生支援のための一つの手がかりとしている。その 2つの質問

紙とは、「大学生活に関する困りごと調査」および「大学生精神健康度調査UPI（University Personality 

Inventory）」である。「大学生活に関する困りごと調査」は、ADHDとASD両方の困り感について把握

するための質問紙である。これは発達障害学生のスクリーニングを目的としておらず、実際に困っている

学生に相談窓口を紹介し、支援につなげるきっかけを作る質問紙である。「大学生精神健康度調査UPI」は、

学生の潜在的なメンタルヘルスの問題を把握する手がかりとして開発された。現在は学生がWeb 上で答

えられるように設定されている。これらの質問紙調査は、新入生全員に対して実施されている。

これらの質問紙は、共通して個別支援・特別支援を望む学生と望まない学生双方が質問紙に答えやすい

ように、具体的にイメージできる内容で作成されている。また質問紙の最後には、「相談を希望する」「相

談するかどうか迷っている」「相談を希望しない」の 3項目を設定しており、連絡先を記入できるように

している。質問紙を活用する調査の実際は、相談希望者は全学生の数パーセントほどである。しかし、全

新入生対象としているため、発達障害か否かに関わらず、悩みや不安を抱えている学生への支援と捉えら

れている。

2点目は、教職員からの申し出による場合である。学生本人は困り感を持たず、周りで対応に苦慮する

科目担当教員や職員から相談が持ちかけられる場合には、本人をプログラムに入れ込むのではなく、その

学生に関わる教職員など、周辺で困っている教職員をコーディネーターが支援する。その場合、学生にとっ

て困った状況を一切無くすのではなく、あえて困る場面も残しておきながら、問題が発生した際に周りが

迅速に支援に入るという間接的サポート体制を組んでいる。

3点目は、学生からの申し出による場合である。履修科目を担当する各教員に協力を依頼するため、コー

ディネーターから各教員へ協力依頼を行ったり、プロジェクト本部長や学生支援課長が同行の上で担当教
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員へ伝えたり、文書でトップダウン的に協力を依頼し、同意を得られた後、コーディネーターと担当教員

が個別に相談を行うという場合がある。また、支援内容をコーディネーター、教員、学生が一緒になって

作成することもある。学生の自主性を尊重するため、コーディネーターが教員のもとへ相談するだけでな

く、学生自身が教員のもとに向かい教員と相談することもある。
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　発達障害学生を授業で受け持つ現場教員への支援方策は以下の 2点であった。

1点目は、カウンセラーと学生支援コーディネーターの配置である。GPプログラム実施時は、総合健

康安全センターに精神科医師とともにカウンセラーが1名常勤していた。現在はカウンセラーが増員され、

各キャンパスの保健室（総合健康安全センター分室）にもカウンセラーが各 1名配属されている。コーディ

ネーターは、GPプログラムのキーパーソンであり、対象学生を中心に、その周りの学部の教員や大学職員、

家族、医療機関専門職員、カウンセラーなど、必要な支援者を結びつける役割を担う。コーディネーター

が一人で解決するのではなく、対象学生個々の特徴をコーディネーターが見出し、その特徴を担当教職員

に伝えながら共に検討し、対象学生も交えながら支援方策を検討するという形をとっている。また、学生

の自主性を促すために、学生自身で教員のもとへ向かわせ教員と相談する体制が整えられていることも特

徴的である。

コーディネーターが全学的なポジションとして配置されるまで、各学部自治の影響から、個別支援・特

別支援を必要とする学生への支援の足並みが揃っていなかった。そこで、既存の人材や仕組みをつなぎ全

学的に学生を支援できるように、学生支援GPプログラムで組織体制を整理し、そのプログラムに伴って

コーディネーターを配置することになったとのことである。

カウンセラーとコーディネーターは基本的に違う役割を担っている。カウンセラーは継続的なカウンセ

リングや心理検査を行うため時間の拘束が多い。それに対して、コーディネーターは、自由に動ける時間

をできるだけ確保しているため、時間の自由度は多く、関係者と連携し易い体制となっている。

2点目は、教職員に対する研修会の実施である。8学部の横断的な協力体制を構築するために、FD・

SDの機会を利用して、教職員に発達障害学生を支援する発達障害学生支援部門の取組を理解してもらう

よう努めていた。また、取り組みの説明に加えてコーディネーターの存在も周知していたとのことである。

もし個別支援・特別支援を望む学生の支援に悩み困ったら、コーディネーターに相談するという相談体制

の流動化を促していた。
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コーディネーターは、演習系科目や学外実習などの授業に限らずどの授業の成績評価基準においても、

コーディネーター側から評価基準を下げることや変更することを求めておらず、評価基準の変更はできな

いという立場で可能な支援を検討しているとのことであった。

教員への支援方策においても授業に出席する学生が直面する課題は個々によって違うため、演習系科目

や学外実習などの授業においても基本的にはケースバイケースの支援方策を取っているとのことであっ

た。例えば、対人援助職の実習教育においては、教員が実習開始期間までに実習現場で求められる行動内
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容を整理し、事前に行動内容が備わっているかを学生と面接を行っている事例が紹介された。また、実験

系科目の授業においては、コーディネーターが事前にどのような実験を行うのか、どのような手順で実験

を行うのか、危険な場面はどこかなどの情報を教員から得て、学生がスムーズに実験を行えるよう支援方

策を教員に具体的に伝えている事例が紹介された。

演習系科目や学外実習などの授業においても、コーディネーターは学生、教員とともに学生の特徴に合

わせた支援策を考え実践する役割を担っていることがうかがえる。
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ここでは「①支援が必要な学生への具体的な支援方策とプロセス」、「②発達障害学生を授業で受け持つ

現場教員への支援方策」、「③演習系科目や学外実習等を担当する現場教員の支援が必要な学生に対する成

績評価基準およびその教員への支援方策」の 3つの質問を軸にした調査結果を信州大学支援プログラム実

施組織図（図 1）から分析したい。

�¢���£�¶æ	N�Â�“�w�)�;�ò�q�©�ß�ï�Í�µ���z�¶æ���È���wž�A
Q

プログラム構想は、何か新しいシステムや仕組みを作り取り入れるということではなく、既存のリソー

スを有機的に連動させることから始まっている。その基盤には、学部縦割り状態への危機感や複数キャン

パスゆえの全学標準化の課題克服から出発し、対応に苦慮している教職員が学校内に散在していたという

実態や、人や組織の連携や複数の目で対象学生を支援することの必要性が各教職員に内在していたところ

へ、コーディネーターの役割が合致したといえる。
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コーディネーターは、学生支援において非常に重要なアクターである。コーディネーターは、プログラ

ムの企画・実施という実践者としての役割、研究者としての役割など、非常に総合的な能力が求められる

ポジションである。特に、細やかな対応が求められるコーディネート業務の中でも、「組織間」「個人間」

など間に立ち、両者の関係性をつなぐ役割が求められている。例えば、学内では、発達障害学生への支援

の度合いについて度々議論が起きていたが、コーディネーターによる教職員支援・学生支援や関連する研

究開発の質が高かったため、他の組織の教職員から信頼を得ることができ、存在を認知されるようになっ

た。学内では、間を取り持つ公式的なアクターが存在しないため、非常に重要な存在となったのだと考え

られる。

コーディネーターの能力として、①個別支援や特別支援を必要とする学生への支援に協力する教職員を

見つける能力、②ひとりの実践者であり研究者であるという自負を持って大学の組織の中で立ち振る舞え

る能力、③組織・個人間の協力的な関係性をつくる能力などが挙げられる。これらの能力は、発達障害学

生を支援する教職員が困ったときに、支援協力をコーディネーターに発信してもらうための重要な能力だ

と考えられる。
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発達障害学生を支援する組織におけるキーパーソンは、学生支援課長である。学生支援課長は、学生支
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援においてネットワーク・マネジメントを行い、組織の活性化を図っていた。例えば、大学全体の取り組

みとして学生支援GPプログラムの標準化を強く意識しているため、つながりを持っている教職員に働き

かけ教職員に対する研修の機会をうまく利用し、プログラム内容やコーディネーターの存在とその役割を

全学に周知していた。

�¢���£
Ê	ë�µ�»�¿�Ñ���t�‘�”�Ó�é�¬�å�Ü�Ï�´�ã�ï�•�M
��w�¸�á�s�b�“�ù�˜�d

　プログラムを実施する組織スタッフ間で、例えば、インフォーマルの場であるランチやアフターファ

イブ、個々のスタッフの業務状況の共有、スタッフ間でのコーディネーターの役割や人材像のすり合せな

ど、会議や講演会などフォーマルの場で共有するよりも、むしろ批評的な発言を受容し共有するインフォー

マルな場が多く設定されていた。そのような場を継続的に設定することで、プログラム成功へと導いていっ

たのであろう。また、実施スタッフの共通認識に基づいた大学全体への拡大活動が、全学実施の標準化に

結びついた。
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ここでは、本研究調査の分析から、発達障害学生を支援する組織スタッフとして、以下の 2点の役割を

考察する。また、その考察をもとに今後の調査課題を提示する。

1点目は、発達障害学生の自発的な行動を促すファシリテーターのような役割である。あることで困っ

ている発達障害学生にすぐ支援するのではなく、学生自身で考え行動してもらえるように、学生に関係す

る現場教員や職員と密に連携しながら学生に自発的行動を促しているからである。このファシリテーター

のような役割が、支援を受ける学生にとって社会に出てからも役立つ自発的に行動する意識を高めている

と思われる。

2点目は、現場教員や職員に学内支援の活動状況や支援体制を伝えるコミュニケーターのような役割で

ある。教職員に対する研修や教授会などの機会を活用し、現場教職員に発達障害学生の支援に関する悩み

や不安を解決し払拭してもらうために学内支援体制が存在するというアピールをするためにコミュニケー

ションを図っているからである。このコミュニケーターのような役割が、現場教職員とスタッフ間、現場

教職員間のネットワークを構築し、現場教職員の悩みや不安を解決、払拭していると思われる。

本研究調査の課題は、センター教員や現場教員にインタビューし、大学教員の視点から学生を支援する

組織スタッフとしての役割を明らかにすることである。本研究調査のインタビュー調査では、対象者 3名

は大学職員であり、大学職員という視点からスタッフとしての役割に関連する情報を得ることができた。

次回は、学生を支援する大学教員を対象に調査を進めたい。

また、組織マネジメントを行っている学生支援課長にインタビューし、発達障害学生を支援する組織マ

ネジャーとしての役割を明らかにすることも課題である。本研究調査では、グループインタビューであっ

たため、学生支援課長のキャリアパスやマネジャーとしての観念について聞くことができなかった。次回

は、個別にインタビューしマネジャーの役割について深く聞いていきたい。

さらに、持続可能な体制の確保についても調査を行いたい。今回の組織的活動の成功要因には、コーディ

ネーターや学生支援課長などのキーパーソンの能力と役割による影響力が大きい。コーディネーターや学

生支援課長のキャリアパスや大学職員の組織内異動により、現在の組織に関われなくなった場合の体制維
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持についても調査を進めたい。
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